
ように、学校が「チームとして」動くことあるいは、「組
織として」動くことが強く求められるようになってきて
いる。そうなると、教員だけでなく、教員とは異なる専
門性を持った職員と協働しながら学校経営を行っていく
ことが求められる。
　特に、ほとんどの学校に配置され、かつ教員とは異な
る職種である学校事務職員は、中央教育審議会（2015）
でも、学校のマネジメント機能の強化のうち、「事務体
制の強化」を担う重要なスタッフとして期待されている。
　例えば、学校事務職員の職能団体である全国公立小中
学校事務職員研究会は、「学校事務のグランドデザイン」
を定め、「子どもの豊かな育ちを支援する学校事務」を
ミッションに、「教育目標達成のため、学校経営ビジョ
ンを実現」するため、学校経営に学校事務職員がいかに
関わるかの研究や研修を積み重ねている。
　こうした、学校事務職員側からの学校経営への参画を
志向する動きに対して、管理職がいかなる支援的行動を
行っているのか。本稿では、その支援的行動の実態を明
らかにする手がかりとして、学校経営に関する事項の管
理職からの「意見を求めるはたらきかけ」に着目して、
その実情を明らかにしていく。

２．方法

　質問紙調査を行い、（1）学校経営に関する校長・教頭
からのはたらきかけ、（2）回答者の属性、（3）現在の職
務状況、については、選択式で回答を求め、（4）学校事

１．研究の目的

　本稿は、学校における管理職の支援的行動が教職員の
学校経営への参画にあたって、どのように受け止められ
ているかを明らかにする「学校組織の多様性を活かした
学校経営」の研究の一部である。
　本稿は、学校経営への参画を促す管理職による支援的
行動のうち、学校事務職員への支援的行動に着目する。
　学校経営への参画（あるいは参加）については、これ
までは保護者や地域住民を対象とした研究が中心であっ
た。例えば、林（2001）は、学校経営の意思形成システ
ムの担い手として保護者や地域住民を位置づけることの
必要性を論じている。また、近年では学校ガバナンスと
関連して、学校経営への保護者や地域住民の参加につい
て論じる動きもみられる（佐藤：2010）。つまり、従来
の学校経営への参画の議論は、学校外の主体が学校経営
にいかに参画するか、すべきかに焦点が当てられていた。
　その一方で、学校内にいる管理職以外の教職員が学校
経営への参画については、参画していることが自明とみ
なされていたためか、ほとんど明らかになっていない。
　教員については、教員のキャリア形成の文脈で学校経
営への参画が論じられることが多い。学校での勤務経験
を通して、校務分掌をいくつも経験していく中で、各種
主任等を務めたり、行政経験を経たりして、学校経営の
中核としての役割を果たし、「管理職になっていく」こ
とが明らかとなっている（例えば、川村：2012）。
　しかしながら、中央教育審議会（2015）に代表される
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教頭から意見を求められることがあるかを「4：よくあ
る、3：ときどきある、2：あまりない、1：ほとんどない」
の 4段階で回答を求めた。
　表 2は、校長から意見を求められることの回答を得点
化したものの平均値を示している。
　回答を得点化すると、最小値が 1で最大値が 4とな
る。得点の中央は2.5となるため、2.5以上を肯定的な反応、
2.5未満を否定的な反応として考察を進める。
　平均値において肯定的な回答が得られた項目は、7項
目あり、（30）学校事務・表簿の管理をきちんと行うこと、
（18）施設・設備の管理を適正に行うこと、（12）必要な
予算や人材に関して教育委員会に働きかけ、確保するよ
うにすること、（21）人材確保や予算などについて教育委
員会にはたらきかけること、（ 6）教職員の服務監督を厳
正に行うこと、（8）学校の自己評価をおこない、学校の
教育活動の改善に結びつけること、（13）在籍する児童生
徒の特徴や課題等をしっかり捉えること、であった。
　「組織の維持と管理」のうち、表簿や施設・設備の管
理に関することや「教育行政からの人的・財政的支援の
調達」である人事・予算に関することで、校長から意見
を求められると認識している。
　一方、教育課程に関する項目（例えば、（25）教育課
程の管理を適正に行うこと、（31）教育課程の基準の趣
旨を踏まえて勤務校固有の教育目標を設定すること、
（22）特色のある教育課程の編成について教職員を指導
すること）や教科指導に関する項目（例えば、（11）時
には自ら公開授業を行うなど率先して児童生徒の指導に
あたること、（28）教科指導や学級・ホームルーム経営
等について教職員に助言を行うこと、など）については、
校長から意見を求められることはないと回答している。
　36項目のうち、平均値が 1点台（意見を求められるこ
とが、「ほとんどない」と「あまりない」の間）にある
のは20項目に上る。学校事務職員にとっては、学校経営
に関して管理職が行う職務のうち、自分の意見が求めら
れる範囲は広くはなく、その頻度も高くはない。

務職員として成長できた管理職からのはたらきかけ、に
ついては自由記述での回答を求めた。
　対象は、A県の公立小・中学校の学校事務職員のうち、
過去 3年以内に事務主幹に昇任した30名（年齢：41～44

歳）である（A県の公立小・中学校学校事務職員の9.0％））。
　2016年 7月に行われた事務主幹研修において、調査票
を配布し、その場で回収した。

３．結果

　回答者の属性は、表 1の通りである。

　学校経営に関する校長・教頭からのはたらきかけは、
小島（2004）で示された「これからの学校管理職に必要
とされる力量の内容」（54項目）から、「基礎的・専門的
知識」と「見識と資質」を除いた「組織の維持と管理」、「自
律的学校経営の遂行」（あわせて36項目）iに関して、校長・

表 1 　回答者の属性

表 2 　校長から意見を求められる内容
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地域の人々や関係諸機関に積極的にはたらきかけて、学
校への協力を得ること、の 6項目であった。
　校長と同様に、教頭も学校事務職員に対して、「組織
の維持と管理」に関する事項については、意見を求めて
いる。その一方、教育課程に関することや教科指導に関
することにおいては、意見を求められることはほとんど
ないと回答している。

　表 3は、教頭から意見を求められる内容についての平
均値を示している。
　平均値が肯定的な傾向にあるのは、（18）施設・設備
の管理を適正に行うこと、（30）学校事務・表簿の管理
をきちんと行うこと、（12）必要な予算や人材に関して
教育委員会に働きかけ、確保するようにすること、（21）
人材確保や予算などについて教育委員会にはたらきかけ
ること、（ 6）教職員の服務監督を厳正に行うこと、（10）

表 3 　教頭から意見を求められる内容
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きい、つまり学校事務職員がより意見を求められると認
識している。しかしながら、同時に平均値としては、ほ
とんどが 1点台であり、学校事務職員が、校長によく意
見を求められるわけではない。この結果は、校長にも意
見を求められるわけではないが、教頭にはさらに意見を
求められないとみるべきであろう。
　上述の 3項目については、t検定の結果、平均値に有
意な差がみられなかった。つまり、校長と教頭との間で、
学校事務職員に意見を求めるかどうかに大きな差はない
ことを意味している。

　表 4は、意見を求められる内容の校長と教頭の平均値
の比較を示している。
　平均値の比較は、t検定を行った。その結果、意見を
求められる内容について校長からと教頭からの間で、平
均値に有意な差が見られたのは、平均値の差の順に（ 5）
個々の教員に課題をもたせ、その達成に向けて動機づけ
ること、（ 2）4～ 5年の長期的な視野に立って学校の教
育計画を構想すること、（19）自分の学校の明確な将来
像（ビジョン）を示すこと、の 3項目であった。
　いずれにおいても、校長の方が教頭よりも平均値が大
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（15）、（20））、「人材育成と教育指導」（項目番号（13）、（35）、
（28））といった内容について、統計的に有意な差ではな
いものの、校長の方が教頭よりも意見を求めてくると学
校事務職員は認識していた。
　一方、教頭の方が校長よりも意見を求めてくると学校
事務職員が認識している項目に、統計的に有意な差のあ
る項目は 1項目しかなかった。それは、（ 6）教職員の
服務監督を厳正に行うこと、であった。
　つまり、教職員の服務監督を行うことについては、教
頭の方が校長よりも意見を求めていることになる。
　統計的に有意な差はないものの、教頭の方が校長より
も意見を求めているのは22項目あった。統計的に有意で
はないため、校長の方が教頭よりも平均値が高い10項目
と明らかに傾向に違いがあるとはいえない。ただ、36項
目中23項目で、統計的に有意であるかを問わず、教頭の
方が校長よりも平均値が高い結果となっている。

　なお、統計的に有意な差はないが、校長の平均値が教
頭の平均値よりも大きい項目は、上述の 3項目のほかに
10項目あった。
　それは、（ 8）学校の自己評価をおこない、学校の教
育活動の改善に結びつけること、（ 3）職員団体と折衝
すること、（15）学校の教育活動をより効果的に達成す
るために教職員を適切に配置すること、（31）教育課程
の基準の趣旨を踏まえて勤務校固有の教育目標を設定す
ること、（20）職員会議で必要な議論を行いながら、効
率的に議事を進行すること、（34）教育活動に創意工夫
を凝らしている教職員の努力や功績を称えること、（13）
在籍する児童生徒の特徴や課題等をしっかり捉えるこ
と、（14）校内で生起する諸問題を教育法規に基づいて
理解・解決すること、（28）教科指導や学級・ホームル
ーム経営等について教職員に助言を行うこと、（35）校
内研修（研究）を組織し、方向づけること、であった。
　「教職員の組織化・組織の効率的運用」（項目番号（ 3）、

表 4 　意見を求められる内容の平均値の校長と教頭の比較
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　表 5は、回答者の現在の職務状況を示したものである。
　（ 3）私は、現任校の管理職から信頼されている、（ 5）
私は、自分から管理職に相談をよく持ちかける、（ 6）
私は、管理職とよく世間話をする、といった管理職との
関係に関する項目では、80％以上の回答者が、「ややそ
う思う」、「大いにそう思う」と回答しており、管理職と
学校事務職員との関係は良好といえる。
　（ 4）私は、自分から管理職にアイデアをよく提案する、
については、肯定的な回答の割合が若干下がるものの、
約50％の回答者が、肯定的に回答している。
　また、（ 7）私は、他の教職員からよく相談をもちか
けられる、（ 8）私は、他校の事務職員との情報共有が
できている、といった学校内外の人々とのコミュニケー
ションについては、肯定的な回答が80%を超えており、
勤務校の教職員や他校の学校事務職員とのコミュニケー
ションが十分に取れていると認識している。（ 9）私は、

保護者や地域住民など校外の人とよく話をする、（10）
私は、いろいろな児童や生徒とよく話をする、といった
関係者とのコミュニケーションは、約50%が肯定的に回
答しており、特徴的な傾向はみられない。それでも、学
校事務職員は、校内外の多くの関係者と関わる機会を設
けられる立場にあり、実際にコミュニケーションをとっ
ていることが分かる。
　一方、（ 1）私は、現任校で「学校経営」に十分に携
わっている、（ 2）私は、現任校で「学校経営」に十分
に貢献できている、といった職務上での「学校経営」へ
のかかわりについては、肯定的な回答の割合が40%前後
に留まる。特に注目すべきは、「ほとんど思わない」と
いう積極的な否定的回答が、「学校経営」に十分に携わ
っているかでは16.67％、十分に貢献できているかでは、
20.00％と他の項目と比べて高い割合である。

表 5 　現在の職務状況
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　表 6は、（ 1）私は、現任校で「学校経営」に十分に
携わっている（＝「関与」）、（ 2）私は、現任校で「学
校経営」に十分に貢献できている（＝「貢献」）と、管
理職からのはたらきかけの項目について、Pearsonの相
関係数を求め、「関与」と「貢献」の少なくともどちら
かの項目と統計的に有意であった管理職からのはたらき
かけの項目を「貢献」との相関係数の高い順に並べてい
る。
　統計的に有意である項目は、全て「関与」または「貢献」
と正の相関にあった。「貢献」との相関関係の高い項目（0.7

＜｜r｜）は、校長_（17）児童生徒の実態に即して指導組
織や教職員の配置を柔軟におこなうこと、であり、相関
関係のある項目（0.4＜｜r｜≦0.7）は、校長では、（10）、（11）、
（13）、（14）、（15）、（22）、教頭では（11）、（15）、（22）、（24）、
（32）、（33）、（35）、（36）であった。
　つまり、「（11）時には自ら公開授業を行うなど率先し
て児童生徒の指導にあたること」、「（15）学校の教育活
動をより効果的に達成するために教職員を適切に配置す
ること」、「（22）特色のある教育課程の編成について教
職員を指導すること」は、校長・校長の双方から意見を
求められると認識している方が、学校事務職員として「学
校経営」に貢献できていると認識している。
　また、「関与」との相関関係では、相関が高いといえ
る項目なかった。ただ、相関がある項目は、校長では項
目番号（ 2）、（15）、（17）、（19）、（22）、（25）、（36）の
7項目、教頭では、（ 2）、（11）、（15）、（17）、（22）、（24）、
（25）、（26）、（27）、（31）、（32）、（35）、（36）の13項目の
計20項目に正の相関が見られた。そのうち、校長と教頭
の双方で「関与」と相関関係にある項目は、（ 2）、（15）、
（17）、（22）、（25）、（36）の 6項目であった。
　つまり、「 4～ 5年の長期的な視野に立って学校の教
育計画を構想すること」、「学校の教育活動をより効果的
に達成するために教職員を適切に配置すること」、「児童
生徒の実態に即して指導組織や教職員の配置を柔軟に
おこなうこと」、「特色のある教育課程の編成について教
職員を指導すること」、「教育課程の管理を適正に行うこ
と」、「各教職員や委員会等の役割や相互の関係を明確に
し、責任体制を整えること」について、校長・教頭の双

方で意見を求められると認識している方が、「学校経営」
に携われていると認識している。
　ただし、「学校経営」に対する「貢献」や「関与」と校長・
教頭共に相関がみられる項目は、いずれも回答の平均値
が 1点台であり、意見を求められることが「ほとんどな
い」と「あまりない」の間に位置している。

表 6 　「学校経営」への関与・貢献と管理職からのはた
らきかけの相関係数
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４．考察

　校長・教頭共に、「施設・設備の管理」や「事務・表
簿の管理」といった「組織の維持と管理」に関するこ
と、「人事・予算へのはたらきかけ」、「人事・予算の確保」
といった「教育行政からの人的・財政的支援の調達」に
関することにおいては、学校事務職員の意見を求めよう
としている。これらは、学校事務職員が通常行うとされ
る校務であるといえよう。例えば、A県教育委員会では
学校事務職員の「標準的職務表」iiを定めており、職務
内容の区分として、「学校運営」、「総務」、「給与」、「財務」、
「福利厚生」が定められている。「総務」や「給与」は、「組
織の維持と管理」に関する学校事務職員が行う職務であ
るし、「財務」は「教育行政からの人的・財政的支援の調達」
に関する職務である。
　この傾向は、校長と教頭の平均値の比較からも明らか
であるように、校長と教頭に共通するものである。管理
職は、「組織の維持と管理」や「教育行政からの人的・
財政的支援の調達」に関する内容については、学校事務
職員が担当する職務と認識し、担当者である学校事務職
員の意見を求めている。管理職は、学校事務職員の「標
準的職務」としてみなされている分野については、学校
経営への参画を促しているといえよう。
　しかしながら、そうした「組織の維持と管理」や「教
育行政からの人的・財政的支援の調達」に関する項目は、
校長から意見を求められることが、「学校経営」に携わ
っているか、貢献しているかの認識と相関がみられない。
　学校事務職員にとって、意見を求められ、おそらく担
当者として担当している「組織の維持と管理」や「教育
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行政からの人的・財政的支援の調達」が「学校経営」に
携わっている、貢献しているかどうかとは関係ない。つ
まり、調査対象者にとって、そうした職務が「学校経営」
の範疇に含まれないとみなされていると考えられる。
　そう考えると、管理職が学校事務職員に対して意見を
求めているとしても、学校事務職員自身にとっては「学
校経営」に貢献しているという認識にはつながらず、自
らが行っている職務は「学校経営」とは関わりのない（関
わりの低い）ものと認識することになる。つまり、学校
経営に参画しているという認識にはつながらない。
　今回の調査対象者は、学校事務職員のうち40代前半で
あり、職場においても年齢で「ミドル」に該当する層で
ある。A県では、公立小・中学校の学校事務職員は、高
校卒業程度の「学校事務」の枠で採用され、原則として小・
中学校でのみ勤務する。そのため、調査対象者は全員20

年以上の学校事務職員としての経験を有する。
　そうした調査対象者にとって、管理職から意見を求め
られる、かつ学校事務職員の「標準的な職務」として示
されていることは、自らの立場や職務を「学校経営」と
関連しないものと位置づけてしまうことも懸念される。
　その一方で、管理職が、児童生徒への指導や、効果的
な教育活動の展開、特色ある教育課程の編成といったこ
とに関して、意見を求めるほど、調査対象者は「学校経
営」に貢献できていると認識している。ただし、それらは、
調査対象者にとっては、管理職から意見を求められる内
容であると認識されてはいない。
　もちろん、意見を求められなくとも、児童生徒への指
導や、効果的な教育活動の展開、特色ある教育課程の編
成に学校事務職員が関わっていることは想定される。た
だ、そこでの関わりが、管理職等からの指示に基づき、
粛々と事務処理を行うだけであるならば、学校事務職員
の能力を十分に活かしているとはいえない。
　「チームとしての学校」であることが求められる中で、
管理職が、学校事務職員を単に学校にいる行政職員とし
て、事務処理を遂行することを求めるだけでは不十分で
あろう。学校経営上の諸課題に対応するためにも、学校
事務職員が持つ知識や能力もまた十分に活用される必要
がある。
　管理職が、学校の種々の教職員の職務内容を限定し、
その職務内容に関することのみ意見を求めるならば、教
職員はその職務内容のみが自らに求められる職務内容で
あると規定してしまい、それ以外の職務内容に関心を持
たなくなることも考えられる。そうした傾向が学校組織
において広まるならば、それは学校組織にセクショナリ
ズムを持ち込むこととなり、「チーム」どころか、新た
な「個業化」をもたらすであろう。
　今後、学校において、学校事務職員のような既にいる教
員以外の職種だけでなく、スクールソーシャルワーカーや
部活動支援員など、多様な職種の職員も学校で勤務するこ
とが進んでいくだろう。そうした中で、管理職は、教職員
それぞれの専門性を活かすという名のもとに、特定の職務
についてのみ教職員に意見を求めるのでなく、学校経営に

関する幅広い内容について、意見を求めるなど学校経営へ
の参画を促す支援的行動をとることが求められよう。
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i 管理職からのはたらきかけの分類は以下の通りである。
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ii A県教育委員会は、1998年に小・中学校事務職員の職
務内容について定めた「市町村立小学校及び中学校に
勤務する事務職員の標準的職務表」を下記の通り示し
ている。
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